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The Right of Child Education and Human Rights of 






















　Foreign national schools, especially those for North Koreans, have been under various restrictions, 
and suffering disadvantages. The Ministry of Education (now the Ministry of Education, Culture, Sports, 














































as Japanese schools, since they are not regulated by the Article one of the School Education Law. As a 
result, most pupils from foreign national schools were deprived of opportunities to sit university entrance 
examinations. International schools in Japan had not been belonging to the Article one schools, too. In order 
to solve such a problem, Regulation of School education was revised by the MEXT in September, 2003, 
so that pupils from international schools are also permitted to take examinations of university entrance 
requirements.
　Those who can take the examinations are as follows:
1.  Pupils who have completed the full course of foreign national schools in Japan recognized as equivalent to 
Japanese high schools (on the list of foreign national schools recognized as equivalent to high schools in 
Japan)
2.  Pupils who have completed the full course of foreign institutes abroad;
3. Those who have International Baccalaureate, Abitur, Baccalaureate and soon;
4.  Those who have completed 12-year course of foreign national schools accredited by the international 
Accreditation body (on the list of internationally accredited foreign nationals schools)
　In addition, while international schools are enjoying better treatments on a taxation system, Korean schools 
are excluded from those treatments, although most Koreans pay taxes. There are a lot of challenges to rights of 






















の学校は，WASC（Western Association of Schools 
and Colleges，西部学校大学協会），CIS（Council 
of International Schools，インターナショナルスクー



















































































































































































院改革」の結果でもある．文部省が1997 年 1 月に






























































































































































































制度」 （注 7 ），その他，「特定公益増進法人」 （注 8 ）
日本私立学校振興・共済事業団の「受配者指定寄






































































































②  Community Service（地域社会への奉仕）：他
人への奉仕精神を育む．





⑤  Homo Faber（創造者としての人間）：人間の
創造性と，発明者によって創り出された製作










































































































（h t t p : / / w w w . m e x t . g o . j p / b _ m e n u /
houdou/19/08/07062955/001.htm）
注 2 ）2007年末現在在日外国人の在留資格別に内訳を
みると，特別永住者が430,229人，一般永住者が
439,757人，定住者が268,604人，日本人配偶
者が256,980人，留学が132,460人，その他が
624,943人である．
注 3 ）「特別永住者」：「出入国管理特例法」で1991年11
月に規定された．1945年の敗戦以前に移住，強制
連行などで日本に渡り，1952年のサンフランシス
コ平和条約発効で日本国籍を失った後も，続けて日
本に滞在する外国人と，その子孫に資格が与えられ
ている． 
注 4 ）「朝鮮人学校閉鎖令」：日本を占領していたGHQ（連
合軍総司令部）の指示により，日本政府は在日朝鮮
人を同化させる目的で1948年1月，朝鮮学校の
閉鎖をもくろむ「通達」を全国の知事あてに出し
た．在日朝鮮人らはすぐさま反対運動を展開し，同
年4月24日には兵庫県下の同胞らが県知事に，「学
校閉鎖令」の撤回を約束させた．この日を記念して
「4・24教育闘争」と呼ぶわけだが，GHQによる
同日の「非常事態宣言」公布によって，約3,000
人が検挙・投獄され，無残にも16歳の少年が射殺
された． 
　そして日本政府は1949年10月，「朝鮮人学校
閉鎖令」を一方的に通達し，すべての学校を閉鎖に
追い込んだ．その結果，朝鮮学校は日本の公立分校
などの形態で運営せざるを得なくなった．
注 5 ）都立大人文学部心理・教育学科教育学専攻社会教育
学特殊講義（野元ゼミ）レポート集「朝鮮学校をめ
ぐる問題」，（インターネット）2000年3月．
（www://www.geocities.co.jp/CollegelLIFE-
Library/1555/chousengakkou.html）
注 6 ）「教育改革プログラム」：当時の橋本総理に対し，教
育改革の具体的な課題やスケジュールをとりまとめ
た報告書で，その主な内容は，一人一人の子供の個
性を生かし，豊かな人間性や創造性をはぐくむ教育
を進めていくため，義務教育，後期中等教育，高等
教育の接続等を見直しながら，中高一貫教育制度の
導入など教育制度の改革，大学入学年齢の特例な
ど教育制度の弾力化，教育内容の再構築，教員の資
質向上，地方教育行政システムの改善，高等教育機
関の活性化などの教育制度の革新に積極的に取り組
むとともに，豊かな人間性の育成を図るための教育
内容の充実等に取り組むことである．
注 7 ）「指定寄付金制度」：法人や団体への校舎増築などの
ための寄付金について，所得控除や損害扱いされる
ことで，」寄付行為が優待される制度（大蔵省告示
第154号，1965年4月30日）．これにより各種
学校への寄付行為についても対象としているが，ア
メリカンスクールやインターナショナルスクールな
どには適応しているが，同じ各種学校であるアジア
系の学校には認めてない．
注 8 ）「特定公益増進法人」：教育，科学の振興，文化の向
上，社会福祉への貢献など，その活動の公益性が高
いと認められる法人．学校を運営する学校法人など
が指定され，指定された法人への寄付金は控除さ
れる．2003年度から「初等教育または中等教育を
外国語より施す各種学校」も対象になったが，二つ
の要件，①「外交」「公用」「家族滞在」の在留資格
を持つ子供たちを対象とする学校であること，②教
育活動について欧米の国際評価機関による認定受
けること（文部科学省告示第59号，2003年3 月
31日）．によりアジア系の学校は排除された．
注 9 ）「受配者指定寄付金制度及び融資制度」：私立学校の
教育研究の発展に寄与するために，日本私立学校振
興・共済事業団を通じて，寄付者が指定した学校法
人に寄付する制度．「各種学校」については適応さ
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れない．
注10）「私立学校振興助成法」:学校教育における私立学校
の果たす重要な役割にかんがみ，国及び地方公共
団体が行う私立学校に対する助成の措置について
規定することにより，私立学校の教育条件の維持及
び向上並びに私立学校に在学する児童，生徒，学生
又は幼児に係る修学上の経済的負担の軽減を図る
とともに私立学校の経営の健全性を高め，もつて私
立学校の健全な発達に資することを目的とする法律
で，1975年7月11日（法律61号）に制定され，
2002年2月8日（法律1号）改正された．
注11）国際カリキュラム研究会代表・相良憲昭『国際バカ
ロレアプログラムにおける評価，研修システム及び
国際教育の位置付けに関する調査研究』平成12 年
度文部科学省「外国人教育に関する調査研究」委
託研究報告書．
注12）上掲書．
＜付記＞
　これらの問題以外に，1991年「在日韓国人の法
的地位・待遇に関する日韓覚書」に従い，同年か
ら「公立学校の教員採用試験について」「日本国
籍を有しない者について受験をみとめること」に
したが，就任できるのは「教諭」ではなく期限を
付さない「常勤講師」であり，多くの日本人教員
が一定の経験を積むと就任する主任にすらなれな
い．ただし，東京都では文部科学省の通知に従わ
ず，外国人を教諭や主任として採用している．そ
して，大学入試はかなり改善されたが，高校入試
の場合，いまだに，公立学校は勿論，私立大学付
属高校さえ，韓国・朝鮮，中国・台湾学校の卒業
者を，一条校でない理由で受験資格を与えていな
いなど，改善すべき問題が山積みしている．
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